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１ 世界規模での大きな潮流 

カーボンニュートラル化や新型コロナウイルス感染症、基幹的なデジタル技術の進歩など、環境・社

会・経済・技術といった様々な分野における急激な変化が見られる。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大などの新興感染症の流行や地球温暖化による気候変動のリスク

が顕在化しており、国際的には人間と動物、生態系の健康を一体として捉えるワンヘルス（One Health）

といった概念が広まり、豊かな地球と社会に支えられて人間のウェルビーイング（well-being）１が実現

するといった考え方が提唱されている。 

このような視点からは、自然と経済活動の間には高い相互依存性が存在し、ネイチャーベースドソリ

ューション（NbS：Nature-based Solutions）2などの新たな取組が重要視されており、これまでの世界

規模での大きな潮流と合わせ、あらゆる局面でこれまでの社会経済システムにおける常態が覆る可能性

が指摘されている。 

 

○各分野における世界規模での大きな潮流を踏まえた急激な変化 

 
環境  経済 

･ 2050 年カーボンニュートラル化 
･ 気候変動や自然災害への対応 
･ サーキュラーエコノミー 
 

 ･ 経済安全保障・地政学リスクへの
対応など国際サプライチェーンの変
化 
･ サステナビリティに基づく投資・産
業転換 
･ シェアリングエコノミー 
 

   
社会  技術 

･ 新型コロナウイルス感染症 
･ 個人の価値観の多様化 
･ 少子高齢化社会 
･ 働き方の変化 

 ･ AI、クラウドやビッグデータ、5G な
ど基幹的なデジタル技術の進歩 
･ 自動運転やドローンなど、ロボティ
クス技術開発の進化 
･ バイオ、ゲノム、再生医療など最先
端医療技術の進化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

--- 
1 心身と社会的な健康 
2 自然に基づく解決策  
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○世界のエネルギー動向（燃料構成） 

・多くの国際機関が 2040 年時点での化石燃料（天然ガス含）の使用量が 2019 年よりも低下すると予測し

ている。 

 

(出典：Resources for the Future HP を一部加工) 

 

○グローバル化を支えた国際秩序 

・世界経済の相互依存が進む中で経済と安保による「地経学」的な動きが見られる。 

(出典：経済産業省「世界の構造変化と日本の対応」) 

2040予測 
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２ 国内の動向 

国内の産業構造は、世界的なグローバル化の進展等に伴う 1980 年台後半以降の製造業の海外移転、ま

た、急速なデジタル化への対応の遅れや少子高齢化の進展などに伴う産業競争力の低下など、ここ 30 年

で大きく変化しており、昨今では、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行に加えて、地政学リスク

や急激な円安等による資源調達価格の上昇などが企業活動に大きな影響を与えている。 

このような状況下において、企業活動では、激甚化する自然災害への対応として、さらに米中貿易摩

擦以降、感染症の感染拡大やロシアによるウクライナ侵攻などの地政学リスクの高まりなども相まって、

経済安全保障の観点からも、レジリエンス 3 の強化を図るために、生産拠点の国内回帰なども含め、国

際的なサプライチェーンの再構築を迫られるとともに、新たなデジタル技術の開発などのビジネス環境

の激しい変化を背景として、競争力維持・強化を図るため、デジタルトランスフォーメーション（DX：

Digital Transformation）4をスピーディーに進めていくことが求められている。 

また、政府は令和 2（2020）年 10 月に 2050 年までにカーボンニュートラル（CN：Carbon Neutral）5

を目指すことを宣言し、国・地方を始めとして、民間企業においても様々な取組が進められているが、

カーボンニュートラル化の潮流は産業界に対して従来のビジネスモデルや戦略の根本的な変革を迫って

いる。この動きを成長戦略として取り組む観点から、「2050 年カーボンニュートラル化に伴うグリーン

成長戦略（令和 3(2021)年 6 月決定）」においては、今後の成長が期待される重要分野であって、温室効

果ガスの排出削減の観点からも取組が不可欠な 14分野（エネルギー関連産業、輸送・製造関連産業、家

庭・オフィス関連産業の各分野）において、それぞれの分野の特性を踏まえながら、日本の国際成長力

を強化しつつ、自立的な市場拡大につなげる取組が進められている。消費活動においても、意識の高ま

りにより、人・社会・地域・環境に配慮した消費行動が見られ、社会全体のデジタル化が進展とも相ま

ってシェアリングエコノミーや、エシカル消費が広がっている。 

このような状況を踏まえて、政府は令和 3(2021)年 6 月に決定した「統合イノベーション戦略 2021」

においては、各国間の技術覇権争いや気候変動問題への対策に関しての国内外での大きな進展を踏まえ

て、Society 5.0 実現のためのデジタル社会の形成や地球温暖化問題への対応、経済安全保障等のレジ

リエンスなどの施策を推進し、ＡＩ技術、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアルの「基盤技術分

野」及び、環境エネルギー、安全・安心、健康・医療、宇宙、海洋、食料・農林水産業の「応用分野」

について、官民連携により社会実装、研究開発や人材育成などに戦略的に取り組むとされている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
--- 
3 強靱性・回復力・困難に対する耐性 
4 データとデジタル技術を活用して、製品やサービス、ビジネスモデル、さらには、業務そのものや組織、プロセス、
企業文化・風土を変革し、競争力維持・強化を図ること 
5 地球温暖化による気候変動を背景として、温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化を図
り、温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること 
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○人口の推移と将来人口推計（国） 

・日本の総人口は、2065 年には、約 8,800 万人と約 3,900 万人減少し、高齢化率は約 38％へ上昇する見込

み 

 
(出典：川崎市「第 3 期実施計画」) 

 

○日本の労働生産性 

・OECD 加盟 38 カ国では主要先進国との比較で最下位 

 
(出典：日本生産性本部「労働生産性の国際比較」)  
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○2050 年カーボンニュートラルの実現 

 

 

 

(出典：経済産業省「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」) 
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○サプライチェーンの強靭化 

 

 

 

(出典：経済産業省「2021 版ものづくり白書概要」) 
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○国のＤＸの取組 

 

 
(出典：経済産業省「DX レポート 2 中間取りまとめ（サマリー）」) 
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○統合イノベーション戦略 

(出典：内閣府「統合イノベーション戦略 2021（概要）」を加工) 
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３ 東京圏（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県）の動向 

３－1 新型コロナウイルス感染症の影響 

感染拡大防止の観点から、テレワークの導入が急激に進展したことにより、人々が職場に近い都市圏

に暮らす必要性が低下し、若者を中心に地方移住への関心が高まっている。企業側からもこうした変化

に呼応して、本社の移転やサテライトオフィスの設置、テレワークと休暇との融合を図るワーケーショ

ンの導入などの新しい試みが始まっている。 

東京圏への転入超過は、ここ 20 年では、10万～15万人程度で推移しているが、令和 2（2020）年度

の東京都への転入超過は急激に落ち込んでおり、また、東京圏を中心にテレワークの導入が加速度的に

進んだ。 

感染症の影響によって、働き方や暮らし方に対する意識は大きく変容し、感染拡大以前より進められ

てきた働き方改革や東京一極集中の是正といった取組が加速する契機となっている。 

 

○東京圏への転入超過の推移 

 
※「住民基本台帳人口移動報告」により作成 
 

(出典：内閣府「地域の経済 2020-2021」) 

 

  



90 

 

○地域別・業種別テレワーク実施率 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大以降は、全国では 20％程度で推移しているが、東京圏では 30～

40％程度で推移している。 

・業種別では、情報通信や学術研究が 40～50％程度と高くなっている一方で、製造や運輸は 10～20％程

度となっている。 

 

 

※内閣府「新型コロナウイルス感染症が地域の働き方や生活意識に与えた影響に関する調査」（調査期間 2021 年１月 15 日～20 日）によ
り作成 

※テレワーク実施率とは、それぞれの時期の経験した働き方として、「ほぼテレワーク（80％以上）」、「テレワーク中心（50％以上）で、出勤を
併用」、「出勤中心（50％以上）で、テレワークを併用」、「基本的に出勤だが、不定期にテレワークを利用」と回答した者の全体に占める回答
割合。回答者数は 11,520 人。 

 

(出典：内閣府「地域の経済 2020-2021」) 
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３－２ 交通・物流の現況 

市内の鉄道各社や路線バスの利用状況は令和 2(2020)年 3月から大幅に落ち込み、最近では感染拡大

前の 70～80％程度（令和元(2019)年同月比）で推移している。 

 
※私鉄各社は乗車人数、JR は在来線近距離・普通運賃収入ベース（定期除く） 

 
※川崎市交通局、川崎鶴見臨港バス、東急バス、小田急バス提供資料に基づき作成 

(出典：川崎市「川崎市の交通の現況（令和 4 年 3 月）」） 
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県内の宿泊者数は、令和 2(2020)年 3月から大幅に落ち込み、最近では 80％程度に回復している。ま

た、国内のトラック貨物の輸送量は概ね横ばいで推移しているが、ネット通販の需要増を背景に宅配貨物

取扱個数では感染拡大前の 110～120％程度（令和元(2019)年同月比）で推移している。 

 

 
※国土交通省「宿泊旅行統計調査」より作成 

 

※特別積合せ貨物運送：複数の荷主の荷物を混載したトラック便（宅配貨物も含む） 
※国土交通省「国土交通月例経済」より作成 

(出典：川崎市「川崎市の交通の現況（令和 4 年 3 月）」）  
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３－３ 産業立地の動向 

国内においては事業所数・従業者数ともに減少傾向であるが、東京圏・県内においては横ばいであ

る。製造業においては国内・東京圏・県内ともに減少傾向にあるが、依然として、事業所数・従業者と

もに全産業の 1～2割程度を占める基幹産業である。 

 

 
※民営の事業所・従業者 

(出典：経済センサスから作成）  
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製造業全体においては、国内・東京圏・県内では従業者数・製造品出荷額等ともに横ばいである。 

 

(出典：工業統計・経済センサスから作成） 
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化学工業においては、世界的な経済成長を背景に需要が増加し、国内では従業者数・製造品出荷額等

ともに増加しているが、東京圏では従業者数は増加傾向で製造品出荷額等は減少傾向、県内では従業者

数・製造品出荷額等ともに横ばいであり、今後の動向として、国内需要の減少や国際的な競争の激化が

見込まれる中で、国内産業の競争力の確保に向けて基礎化学品から機能性化学品へのシフトの必要性が

指摘されている。 

 

 

(出典：工業統計・経済センサスから作成） 
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鉄鋼業においては、国内・東京圏・県内ともに従業者数・製造品出荷額等は減少傾向であり、国内需

要の減少や国際的な競争の激化などにより、今後、製鉄所の高炉の廃止・休止が進められる中で、市内

においても JFE スチール東日本製鉄所京浜地区の高炉休止などの動きが見られる。 

 

  

(出典：工業統計・経済センサスから作成） 
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石油業においては、国内・東京圏・県内ともに従業者数は横ばいだが、平成 27（2019）年度に原油

価格の下落などにより製造品出荷額等が大きく減少し、直近では新型コロナウイルス感染症の感染拡大

の影響や原油価格の下落などの影響を受けている。 

今後の動向として、中長期的な石油需要の減退に伴い、石油製品の生産量は減少傾向にあり、国内製

油所の供給能力過剰が指摘される中で、石油元売り大手の統合による業界の再編が進んでおり、製油所

の閉鎖が相次ぎ、県内においてもエネオス根岸製油所の処理能力の縮小などの動きが見られる。 

 

(出典：工業統計・経済センサスから作成）  
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○国内の石油製品生産量 

 

(出典：経済産業省「令和 2(2020)年度総合エネルギー統計確報」） 

 

○国内の石油需給の動向 

 

 

 

 

 

 

 

【数値は経済産業省「総合エネルギー統計」及び「長期エネルギー需給見通し」】 

(出典：石油連盟「今日の石油産業 2022」） 
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３－４ 周辺のインフラ整備状況 

川崎臨海部の周辺では、広域的な交通インフラ網の整備が進んでおり、中央環状線をはじめとする首

都圏三環状道路の総仕上げとして、東京外かく環状道路の東名高速から湾岸道路間の計画の具体化に向

けた検討が進められている。 

また、国道 357 号の多摩川トンネルが令和 3（2021）年から着手され、完成により羽田空港と浮島

がダイレクトに接続される。 

そのほか、臨港道路東扇島水江町線などが事業中であるほか、国道 357 号や首都高速道路湾岸線扇

島出入口が都市計画決定されている。また、東海道貨物支線貨客併用化や川崎アプローチ線など将来的

な交通アクセスの向上に向けた構想がある。 
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４ 川崎臨海部の状況 

４－1 川崎臨海部全体の事業所数及び従業者数 

平成 21（2009）年度以降の動向としては、事業所数は、製造が減少する一方で、運輸等が増加し、

全体では横ばい、従業者数は、卸売・小売が減少する一方で、運輸等が増加し、全体では増加傾向にあ

る。事業所数・従業者数とも、引き続き、製造や運輸等の占める割合が大きい。 

 

 
※民営の事業所・従業者 
※川崎区のうち産業道路以南及び「川崎殿町・大師河原地域」、「浜川崎駅周辺地域」及び多摩川リバーサイド地区 
 
(出典：経済センサスから作成） 
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４－２ 製造業の事業所数、従業者数及び製造品出荷額等 

臨海部（川崎区）では、ここ 10 年では、事業所数は本市全体の傾向と同様に減少しているが、従業

者数・製造品出荷額等は横ばいで推移しており、本市に占める割合は、引き続き、非常に大きい。 

 

 
(出典：工業統計・経済センサスから作成） 
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４－３ 製造業の業種別の従業者数及び製造品出荷額等 

臨海部（川崎区）では、令和元（2019）年度では、従業者数は、化学（6,361 人・25％）・鉄鋼

（4,850 人 19%）、製造品出荷額等は、石油（1兆 1,890 億円・38%）・化学(9,200 億円・30％)が大きな

比率を占めており、素材型産業の比重が大きい。  

なお、工業統計としては集計されないが、電力において製造品出荷額が 2,310 億円（電力会社の公表

データから推計）と大きい。 

 
(出典：工業統計から作成） 

 
(出典：工業統計から作成）  

25,426人 

2019年度 

3.1兆円 

2019年度 
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４－４ 土地利用の状況 

  川崎臨海部の面積は約 2,800ha に及んでおり、石油・化学（18％）・鉄鋼（26%）が大きな比率を占め

ている。また、遊休地・低未利用地は平成 11（1999）年度から平成 19（2007）年度にかけて急激に減

少したが、ここ 10 年では徐々に増加している。 

 

(出典：工場立地法に基づく届出（令和 4（2022）年 6 月時点）等から作成） 

 

(出典：京浜臨海部立地企業動向調査から作成） 
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４－５ 川崎港の状況 

川崎港の現況としては、入港船隻数は内航船の大型化等により減少している一方、総トン数は横ばい

で推移していたが、令和 2(2020)年度に新型コロナウイルス感染症の影響により入港隻数・総トン数と

もに減少した。貨物取扱の構成比としては、ＬＮＧ、原油、鉄鉱石、石炭など、民間における輸入が大

半を占める。 

 

 
(出典：川崎港統計年報） 
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コンテナ貨物の取扱量としては、外貿コンテナが大きく増加していたが、令和 3(2021)年度は新型コロ

ナウイルス感染症の影響により減少した。取扱量全体に占める比率が大きい公共外貿では、中国・ベトナ

ムの家具装飾品の輸入が多くを占める。 

(出典：川崎港統計年報）  
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川崎港全体の主要品種別貨物量としては、輸出では、完成自動車が大きく減少しているが最も多く、

輸入では、LNG 及び原油が多いが、原油は大きく減少している。 

 
(出典：川崎港統計年報） 



107 

 

川崎港全体の主要品種別貨物量としては、移出では揮発油（ナフサ・ガソリン）が多く、その他の石

油（灯油等）は大きく減少しており、移入では石灰石が多く、揮発油（ナフサ・ガソリン）は大きく減

少している。 

 

(出典：川崎港統計年報） 
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４-６ 臨海部の認知度 

積極的回答（そう思う・ある程度そう思う）の割合は徐々にではあるが増加傾向にある（H27:27.4％

→R4:29.7％）。積極的回答の内訳としては、年齢別では 10 歳代・50 歳代・60 歳代が多く、居住区別で

は川崎区が多い。 

 

 

   ※年齢別・居住区別ともに R4.2 の内訳 

(出典：令和３年度川崎市総合計画に関する市民アンケート調査報告書） 
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４－７ 臨海部ビジョン策定後の主な出来事 

2018 3 川崎市「臨海部ビジョン」策定 

 9 経済産業省「DX レポート」公表 

･ IT システム「2025 年の崖」の克服と DX の本格的な展開 

2019 2 川崎市「持続可能な開発目標(SDGs)推進方針」策定 

2020 3 JFE「国内最適生産体制の構築に向けた構造改革の実施について」公表 

･ 2023 年度を目途に東日本製鉄所京浜地区の上工程（製銑、製鋼）および 

熱延設備を休止し、東日本製鉄所の薄板生産を一部品種（酸洗・特殊鋼） を除き千葉地区に

集約 

 4 新型コロナウイルス対策特別措置法に基づく緊急事態宣言 

 10 政府「2050 年カーボンニュートラル宣言」 

 11 川崎市脱炭素戦略「かわさきカーボンゼロチャレンジ 2050」策定 

･ 市民・事業者・行政が一丸となり、2050 年の脱炭素社会の実現 

 12 経済産業省「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」策定 

･ 持続的な成長とイノベーションを実現し、2050 年カーボンニュートラル社会の実現可能性を

更に高める 

2021 2 川崎市「JFE ホールディングス株式会社と川崎市との土地利用に関する協定」締結 

･ JFE スチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等の休止に伴う影響に対応し、川崎

臨海部における地域の持続的な発展に向けた土地利用を推進していくため、相互の協力に関

する協定を締結 

 9 「デジタル社会形成基本法」施行 

･ デジタル社会の形成に関し、基本理念及び施策の策定に係る基本方針を定める 

 10 環境省「地球温暖化対策計画」改定 

･ 我が国の中期目標として、2030 年度において、温室効果ガスを 2013 年度から 46％削減す

ることを目指し、さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく 

 12 デジタル庁「デジタル社会の実現に向けた重点計画」策定 

･ 目指すべきデジタル社会の実現に向けて、政府が迅速かつ重点的に実施すべき施策 

2022 3 川崎市「地球温暖化対策推進基本計画」改定 

･ 2050 年の川崎臨海部が首都圏の脱炭素化に貢献する姿をイメージ化するとともに、2030 年

の温室効果ガス排出量の削減目標並びに施策の強化と 5 大プロジェクトを設定 

 3 川崎市「川崎カーボンニュートラルコンビナート構想」策定 

･ 2050 年カーボンニュートラルを踏まえた臨海部エリアの将来像を示し、バックキャスティング

的に取組を進めることにより、カーボンニュートラルの観点で日本を牽引する新たなコンビナー

ト地域を構築 

 8 川崎市「南渡田地区拠点整備基本計画」の策定 

･ 次世代の臨海部を牽引する新産業創出拠点を形成するため、拠点形成のコンセプトや土地

利用方針等をとりまとめ 

 11 川崎市「JFE スチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用

に係る基本的な考え方」の策定 

･ 施策の基本方向や土地利用方針に位置付ける具体的な取組を考える上での認識、視点等

をとりまとめ 

 

 


